
 

 

報 告 第 １６ 号 

 

 

令和７年度新居浜市継続費精算報告について  

 

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４５条第２項の規定により、令和

７年度新居浜市一般会計継続費の精算を次のとおり報告する。  

 

令和８年９月１日提出  

 

新居浜市長 古 川 拓 哉  

 



       

 

 令 和 ７ 年 度  新 居 浜 市 一 般 会 計 継 続 費 精 算 報 告 書  

（単位:円）

国庫支出金

県

支

出

金

地方債 その他 国庫支出金

県

支

出

金

地方債 その他 国庫支出金

県

支

出

金

地方債 その他

6 154,665,000 36,077,000 - 99,700,000 18,888,000 - 135,785,100 36,077,000 - 83,500,000 - 16,208,100 18,879,900 0 - 16,200,000 18,888,000 △ 16,208,100

7 1,539,335,000 460,753,000 - 947,100,000 131,482,000 - 1,519,714,900 447,733,000 - 936,000,000 - 135,981,900 19,620,100 13,020,000 - 11,100,000 131,482,000 △ 135,981,900

計 1,694,000,000 496,830,000 - 1,046,800,000 150,370,000 - 1,655,500,000 483,810,000 - 1,019,500,000 - 152,190,000 38,500,000 13,020,000 - 27,300,000 150,370,000 △ 152,190,000

4 684,100,000 342,050,000 - 342,000,000 - 50,000 665,200,000 332,600,000 - 332,600,000 - - 18,900,000 9,450,000 - 9,400,000 - 50,000

5 360,800,000 180,400,000 - 180,400,000 - - 351,400,000 174,919,000 - 176,400,000 - 81,000 9,400,000 5,481,000 - 4,000,000 - △ 81,000

6 937,298,000 261,235,000 - 613,700,000 - 62,363,000 828,399,000 197,428,000 - 264,200,000 - 366,771,000 108,899,000 63,807,000 - 349,500,000 - △ 304,408,000

7 - - - - - - 111,581,000 50,295,000 - 53,400,000 - 7,886,000 △ 111,581,000 △ 50,295,000 - △ 53,400,000 - △ 7,886,000

計 1,982,198,000 783,685,000 - 1,136,100,000 - 62,413,000 1,956,580,000 755,242,000 - 826,600,000 - 374,738,000 25,618,000 28,443,000 - 309,500,000 - △ 312,325,000

款 項 事業名

全　　体　　計　　画

一般財源

年割額と
支出済額
の差　．

左　の　財　源　内　訳

実　　　　　　績

左　の　財　源　内　訳

支出済額

左　の　財　源　内　訳

比　　　　　　　較

年度 年割額
一般財源

特　定　財　源

一般財源

特　定　財　源特　定　財　源

８ 土木費 ６ 住宅費
公営住宅建替
推進事業（第
二期工事）

２ 清掃費
清掃センター

改修事業
４ 衛生費



 

 

参照条文  

 

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）抜粋  

 

（継続費）  

第１４５条 （省 略）  

２ 普通地方公共団体の長は、継続費に係る継続年度（継続費に係る歳出予算の金額の

うち法第２２０条第３項ただし書の規定により翌年度に繰り越したものがある場合に

は、その繰り越された年度）が終了したときは、継続費精算報告書を調製し、地方自

治法第２３３条第５項の書類の提出と併せてこれを議会に報告しなければならない。  

３ （省 略）  

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）抜粋  

 

（決算）  

第２３３条 （省 略）  

２～４ （省 略）  

５ 普通地方公共団体の長は、第３項の規定により決算を議会の認定に付するに当たつ

ては、当該決算に係る会計年度における主要な施策の成果を説明する書類その他政令

で定める書類を併せて提出しなければならない。  

６、７ （省 略）  



 

 

報  告  第  １７  号  

 

 

令和７年度新居浜市水道事業会計継続費精算報告について  

 

地方公営企業法施行令（昭和２７年政令第４０３号）第１８条の２第２項の規定によ

り、令和７年度新居浜市水道事業会計継続費の精算を次のとおり報告する。  

 

令和８年９月１日提出  

 

新居浜市長 古 川 拓 哉  



      

 

 

令 和 ７ 年 度  新 居 浜 市 水 道 事 業 会 計 継 続 費 精 算 報 告 書  

（単位:円）

左の財源内訳 左の財源内訳 左の財源内訳

損益勘定留保資金等 損益勘定留保資金等 損益勘定留保資金等

5 0 0 0 0 0 0

6 18,700,000 18,700,000 0 0 18,700,000 18,700,000

7 449,300,000 449,300,000 445,500,000 445,500,000 3,800,000 3,800,000

計 468,000,000 468,000,000 445,500,000 445,500,000 22,500,000 22,500,000

年割額と支払義務発生額
の差

水道施設監視シス
テム改修事業

１　資本的支出 １　建設改良費

款 項 事業名

全　　体　　計　　画 実　　　　　　績 比　　　　　　　較

年度 年割額 支払義務発生額



 

 

参照条文  

 

地方公営企業法施行令（昭和２７年政令第４０３号）抜粋  

 

（継続費）  

第１８条の２ （省 略）  

２ 管理者は、継続費に係る継続年度（継続費に係る支出予算の金額のうち法第２６条

第１項又は第２項の規定により繰り越したものがある場合には、その繰り越された年

度）が終了した場合においては、継続費精算報告書を作成し、法第３０条第１項の書

類と併せて当該地方公共団体の長に提出しなければならない。この場合において、地

方公共団体の長は、法第３０条第６項の書類の提出と併せて、これを議会に報告しな

ければならない。  

３ （省 略）  

 

 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）抜粋  

 

（決算）  

第３０条 （省 略）  

２～５ （省 略）  

６ 地方公共団体の長は、第４項の規定により決算を議会の認定に付するに当たつては、

第２項の規定により監査委員の審査に付した当該年度の事業報告書及び政令で定める

その他の書類を併せて提出しなければならない。  

７～９ （省 略）  



 

 

報 告 第 １８ 号 

 

 

令和７年度新居浜市公共下水道事業会計継続費精算報告について  

 

地方公営企業法施行令（昭和２７年政令第４０３号）第１８条の２第２項の規定によ

り、令和７年度新居浜市公共下水道事業会計継続費の精算を次のとおり報告する。  

 

令和８年９月１日提出  

 

新居浜市長 古 川 拓 哉  

 



    

令 和 ７ 年 度  新 居 浜 市 公 共 下 水 道 事 業 会 計 継 続 費 精 算 報 告 書  

 （単位:円）

国庫補助金 企　業　債
損 益 勘 定
留 保資 金等

国庫補助金 企　業　債
損 益 勘 定
留 保 資 金 等

国庫補助金 企　業　債
損 益 勘 定
留 保 資 金 等

5 100,000,000 55,000,000 45,000,000 0 0 0 0 0 100,000,000 55,000,000 45,000,000 0

6 260,000,000 143,000,000 105,300,000 11,700,000 123,084,000 67,696,200 54,300,000 1,087,800 136,916,000 75,303,800 51,000,000 10,612,200

7 300,000,000 165,000,000 121,500,000 13,500,000 536,916,000 295,303,800 228,100,000 13,512,200 △ 236,916,000 △ 130,303,800 △ 106,600,000 △ 12,200

計 660,000,000 363,000,000 271,800,000 25,200,000 660,000,000 363,000,000 282,400,000 14,600,000 0 0 △ 10,600,000 10,600,000

5 100,000,000 50,000,000 50,000,000 0 0 0 0 0 100,000,000 50,000,000 50,000,000 0

6 200,000,000 100,000,000 100,000,000 0 111,831,000 55,915,500 56,000,000 △ 84,500 88,169,000 44,084,500 44,000,000 84,500

7 278,000,000 139,000,000 139,000,000 0 416,169,000 208,084,500 208,000,000 84,500 △ 138,169,000 △ 69,084,500 △ 69,000,000 △ 84,500

計 578,000,000 289,000,000 289,000,000 0 528,000,000 264,000,000 264,000,000 0 50,000,000 25,000,000 25,000,000 0

款 項 事業名

全　　体　　計　　画 実　　　　　　績 比　　　　　　　較

年度 年割額

左の財源内訳
支払義務
発 生 額

左の財源内訳
年割額と支払義
務発生額の差

左の財源内訳

１　資本
　的支出

１　建設
　改良費

下水処理場
改築事業
（自家用発
電設備、中
央監視装置
等）

雨水ポンプ
場改築事業
（遠隔監視
設備、ポン
プ設備等）



 

 

参照条文  

 

地方公営企業法施行令（昭和２７年政令第４０３号）抜粋  

 

（継続費）  

第１８条の２ （省 略）  

２ 管理者は、継続費に係る継続年度（継続費に係る支出予算の金額のうち法第２６条

第１項又は第２項の規定により繰り越したものがある場合には、その繰り越された年

度）が終了した場合においては、継続費精算報告書を作成し、法第３０条第１項の書

類と併せて当該地方公共団体の長に提出しなければならない。この場合において、地

方公共団体の長は、法第３０条第６項の書類の提出と併せて、これを議会に報告しな

ければならない。  

３ （省 略）  

 

 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）抜粋  

 

（決算）  

第３０条 （省 略）  

２～５ （省 略）  

６ 地方公共団体の長は、第４項の規定により決算を議会の認定に付するに当たつては、

第２項の規定により監査委員の審査に付した当該年度の事業報告書及び政令で定める

その他の書類を併せて提出しなければならない。  

７～９ （省 略）  

 



 

 

報  告  第  １９  号  

 

 

健全化判断比率の報告について  

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第１項

の規定により、令和７年度決算に基づく健全化判断比率を監査委員の意見を付けて、次

のとおり報告する。  

 

令和８年９月１日提出  

 

新居浜市長 古 川 拓 哉  

 

 

（単位：％）  

実質赤字比率  連結実質赤字比率  実質公債費比率  将来負担比率  

        －  

（   １１．８３）  

        －  

（   １６．８３）  

３．３  

（     ２５．０）  

－  

（   ３５０．０）  

備考  

１ 表中の括弧内の数値は、それぞれの早期健全化基準である。  

２ 表中の実質赤字比率及び連結実質赤字比率の「－」の記号は、赤字がないこと

を表示している。  

３ 表中の将来負担比率の「－」の記号は、将来負担額が充当可能財源等を下回っ

ていることを表示している。  

 

（以上の審査意見書 別冊）  



 

 

参照条文  

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）抜粋  

 

（健全化判断比率の公表等）  

第３条 地方公共団体の長は、毎年度、前年度の決算の提出を受けた後、速やかに、実

質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率（以下「健全化判

断比率」という。）並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類を監査委員の審

査に付し、その意見を付けて当該健全化判断比率を議会に報告するとともに、当該健

全化判断比率を公表しなければならない。  

２～７ （省 略）  



 

 

報  告  第  ２０  号  

 

 

資金不足比率の報告について  

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第２２条第１

項の規定により、令和７年度決算に基づく資金不足比率を監査委員の意見を付けて、次

のとおり報告する。  

 

令和８年９月１日提出  

 

新居浜市長 古 川 拓 哉  

 

 

（単位：％）  

特別会計の名称  資金不足比率  経営健全化基準  

水道事業会計  －  

（２０．０）  

工業用水道事業会計  －  

公共下水道事業会計  －  

渡海船事業特別会計  －  

備考 表中の「－」の記号は、資金不足となっていないことを表示している。  

 

（以上の審査意見書 別冊）  



 

 

参照条文  

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）抜粋  

 

（資金不足比率の公表等）  

第２２条 公営企業を経営する地方公共団体の長は、毎年度、当該公営企業の前年度の

決算の提出を受けた後、速やかに、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記

載した書類を監査委員の審査に付し、その意見を付けて当該資金不足比率を議会に報

告し、かつ、当該資金不足比率を公表しなければならない。  

２、３ （省 略）  



 

 

報  告  第  ２１  号  

 

 

専決処分の報告について  

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。  

 

令和８年９月１日提出  

 

新居浜市長 古 川 拓 哉  

 

 

和解及び損害賠償の額の決定について  

 

 



 

 

○写  

処     分     書  

 

専  決  第  ９  号  

 

 

和解及び損害賠償の額の決定について  

 

イラストの無断使用による著作権の侵害について、次のとおり和解し、損害賠償の額

を決定する。  

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により専決処分する。  

 

令和８年６月２６日  

 

新居浜市長 古 川 拓 哉  

 

 

１ 和解の相手方  （省 略）  

 

 

 

２ 事件の概要  

平成２８年５月１日発行の「新居浜市瀬戸会館だより」において使用していたイラ

スト１点について、著作権を有する相手方の許諾を得ずに当該イラストを使用したこ

とにより、相手方の著作権を侵害した。  

 

３ 和解の内容  

（１）新居浜市は、相手方が著作権を有するイラスト１点を、平成２８年５月１日に発

行し、及びホームページ上に公開した「新居浜市瀬戸会館だより」において無断使



 

 

用していたこと（以下「本件」という。）を認め、謝罪の意を表する。  

（２）新居浜市は、相手方に対して、令和８年７月３０日限り、本件の損害賠償金とし

て金３５万２，０００円を支払う。なお、振込手数料は、新居浜市の負担とする。  

（３）新居浜市は、本件で使用していた当該イラストについて、インターネット上から

削除したことを確約する。  

（４）新居浜市は、相手方に対して、今後相手方が著作権を有するイラストを無断使用

しないことを確約する。  

（５）新居浜市と相手方は、本件に関し、前各号に掲げる事項以外には、何ら債権債務

の存在しないことを相互に確認する。  

 

 



 

 

報  告  第  ２２  号  

 

 

専決処分の報告について  

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。  

 

令和８年９月１日提出  

 

新居浜市長 古 川 拓 哉  

 

 

損害賠償の額の決定について  

 

 



 

 

○写  

処     分     書  

 

専  決  第  １０  号  

 

 

損害賠償の額の決定について  

 

公用車の交通事故による損害賠償の額を次のとおり決定する。  

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により専決処分する。  

 

令和８年７月２８日  

 

新居浜市長 古 川 拓 哉  

 

 

１ 損害賠償の額    １００万１７５円  

 

２ 損害賠償の相手方  （省 略）  

 

 

３ 事故の概要  

令和５年１２月２８日午後２時４９分頃、主要地方道壬生川新居浜野田線（磯浦町

１０番地先路上）において、東進中の公用車が、前方で信号待ちのため停車していた

相手方の普通自動車に接触。相手方が負傷し、車両を損傷させた。  



 

 

報  告  第  ２３  号  

 

 

専決処分の報告について  

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。  

 

令和８年９月１日提出  

 

新居浜市長 古 川 拓 哉  

 

 

和解について  

 

 



 

 

○写  

処     分     書  

 

専  決  第  １１  号  

 

 

和解について  

 

送電事故の影響により新居浜市清掃センターの発電設備が停止した事件について、次

のとおり和解する。 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により専決処分する。  

 

令和８年７月２８日  

 

新居浜市長 古 川 拓 哉  

 

 

１ 和解の相手方  （１）香川県高松市丸の内２番５号  

四国電力送配電株式会社  

代表取締役 高  畑 浩  二  

（２）大阪府大阪市北区中之島三丁目６番１６号  

関西電力送配電株式会社  

代表取締役 白  銀 隆  之 

 

２ 事件の概要  

令和６年１１月９日午後８時２２分頃から同日午後１１時５８分頃にかけて、相手方

の過失を起因とした送電事故の影響により、新居浜市清掃センターの発電設備が停止し

たため、電力の供給を受ける必要が生じ、不測の電気料金が発生した。  

 



 

 

３ 和解の内容  

（１）相手方（１）は、新居浜市に対し、新居浜市清掃センターの発電設備が停止した

件（以下「本件」という。）による損害賠償金として金７６万９，２８８円を、令

和８年９月３０日限り、新居浜市の発行する納入通知書により支払う。  

（２）新居浜市は、相手方（１）から前号の金員を受領のうえは、以後本件に関して、

理由の如何を問わず、相手方（１）及び相手方（２）に対して、何らの請求をしな

い。  

（３）新居浜市は、この示談の内容及び関連する資料について、相手方（１）が必要に

応じ、相手方（２）に提供することを了承する。  



 

 

報  告  第  ２４  号  

 

 

専決処分の報告について  

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。  

 

令和８年９月１日提出  

 

新居浜市長 古 川 拓 哉  

 

 

損害賠償の額の決定について  

 

 



 

 

○写  

処     分     書  

 

専  決  第  １２  号  

 

 

損害賠償の額の決定について  

 

ボランティア活動中の自転車の交通事故による損害賠償の額を次のとおり決定する。  

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により専決処分する。  

 

令和８年８月７日  

 

新居浜市長 古 川 拓 哉  

 

 

１ 損害賠償の額    ３７万９，６８５円  

 

２ 損害賠償の相手方  （省 略）  

 

 

３ 事故の概要  

令和８年６月６日午前１１時１０分頃、市道中萩角野線       （省 略） 

      において、角野校区地域教育力向上プロジェクト推進事業にボランティ

アとして参加していた生徒が運転する自転車が、交差点を右折する際にハンドル操作

を誤り、相手方自宅の門扉に衝突して破損させた。  



 

 

認 定 第 １ 号  

 

 

決算の認定について  

 

令和７年度決算を監査委員の意見を付けて、次のとおり認定に付する。  

 

令和８年９月１日提出  

 

新居浜市長 古 川 拓 哉  

 

 

１ 令和７年度新居浜市水道事業会計決算  

 

２ 令和７年度新居浜市工業用水道事業会計決算  

 

３ 令和７年度新居浜市公共下水道事業会計決算  

 

（以上の決算書及び審査意見書 別冊）  



 

 

参照条文  

 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）抜粋  

 

（決算）  

第３０条 （省 略）  

２、３ （省 略）  

４ 地方公共団体の長は、第２項の規定により監査委員の審査に付した決算を、監査委

員の意見を付けて、遅くとも当該事業年度終了後３月を経過した後において最初に招

集される定例会である議会の認定（地方自治法第１０２条の２第１項の議会において

は、遅くとも当該事業年度終了後３月を経過した後の最初の定例日（同条第６項に規

定する定例日をいう。）に開かれる会議において議会の認定）に付さなければならな

い。  

５ （省 略）  

６ 地方公共団体の長は、第４項の規定により決算を議会の認定に付するに当たつては、

第２項の規定により監査委員の審査に付した当該年度の事業報告書及び政令で定める

その他の書類を併せて提出しなければならない。  

７～９ （省 略）  



 

 

認 定 第 ２ 号  

 

 

決算の認定について  

 

令和７年度決算を監査委員の意見を付けて、次のとおり認定に付する。  

 

令和８年９月１日提出  

 

新居浜市長 古 川 拓 哉  

 

 

１ 令和７年度新居浜市一般会計歳入歳出決算 

２ 令和７年度新居浜市渡海船事業特別会計歳入歳出決算 

３ 令和７年度新居浜市平尾墓園事業特別会計歳入歳出決算 

４ 令和７年度新居浜市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算 

５ 令和７年度新居浜市介護保険事業特別会計歳入歳出決算 

６ 令和７年度新居浜市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算 

 

（以上の決算書及び審査意見書 別冊）  



 

 

参照条文  

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）抜粋  

 

（決算）  

第２３３条 （省 略）  

２ （省 略）  

３ 普通地方公共団体の長は、前項の規定により監査委員の審査に付した決算を監査委

員の意見を付けて次の通常予算を議する会議までに議会の認定に付さなければならな

い。  

４ （省 略）  

５ 普通地方公共団体の長は、第３項の規定により決算を議会の認定に付するに当たつ

ては、当該決算に係る会計年度における主要な施策の成果を説明する書類その他政令

で定める書類を併せて提出しなければならない。  

６、７ （省 略）  



 

 

議  案  第  ５７  号  

 

 

新居浜市の特定の事務を取り扱う郵便局の指定について  

 

新居浜市の特定の事務を取り扱う郵便局を次のとおり指定する。  

 

令和８年９月１日提出  

 

新居浜市長 古 川 拓 哉  

 

 

１ 指定する郵便局の名称  

（１）新居浜萩生郵便局  

（２）新居浜山根郵便局  

（３）新居浜駅前郵便局  

（４）しんすか郵便局  

２ 指定する郵便局において取り扱う事務  

（１）地方公共団体の特定の事務の郵便局における取扱いに関する法律（以下「法」と

いう。）第２条第６号に規定する個人番号カード用署名用電子証明書の発行の申請

の受付、署名利用者確認のための書類の受付及び当該申請に係る個人番号カード用

署名用電子証明書を記録した個人番号カードの引渡し並びに個人番号カード用署名

用電子証明書の失効を求める旨の申請の受付及び署名利用者確認のための書類の受

付に関する事務  

（２）法第２条第７号に規定する個人番号カード用利用者証明用電子証明書の発行の申

請の受付、利用者証明利用者確認のための書類の受付及び当該申請に係る個人番号

カード用利用者証明用電子証明書を記録した個人番号カードの引渡し並びに個人番

号カード用利用者証明用電子証明書の失効を求める旨の申請の受付及び利用者証明

利用者確認のための書類の受付に関する事務  



 

 

３ 指定の期間  

令和９年１月４日から令和９年３月３１日まで。ただし、当該期間満了の２月前ま

でに、新居浜市及び日本郵便株式会社のいずれもが事務の取扱いを廃止する旨の意思

表示をしないときは、当該期間を１年間延長することとし、以後も同様とする。  

 

提案理由  

新居浜市の特定の事務を取り扱う郵便局を指定するため、地方公共団体の特定の事務

の郵便局における取扱いに関する法律第３条第３項の規定により、本案を提出する。  

 

 

参照条文  

 

地方公共団体の特定の事務の郵便局における取扱いに関する法律（平成１３

年法律第１２０号）抜粋  

 

（郵便局の指定等）  

第３条 地方公共団体は、前条各号に掲げる事務を郵便局において取り扱わせようとす

るときは、次に掲げる基準に適合する郵便局を指定するものとする。  

（１）～（４）（省 略）  

２ （省 略）  

３ 地方公共団体は、前項の規定による協議が調い、第１項の規定により郵便局を指定

しようとするときは、あらかじめ、当該地方公共団体の議会の議決を経なければなら

ない。  

４、５ （省 略）  



 

 

議  案  第  ５８  号  

 

 

財産の取得について  

 

財産を次のとおり取得する。  

 

令和８年９月１日提出  

 

新居浜市長 古 川 拓 哉  

 

 

１ 取 得 の 物 件  小型動力ポンプ付積載車 ２台  

２ 取 得 の 目 的  市内全域における防災を主目的とし、建物火災をはじめ各種災害

に至るまで、幅広い災害に対して放水消火活動等を円滑に実施す

るため  

３ 契 約 の 方 法  一般競争入札  

４ 取 得 価 格  ３，２５６万円  

５ 契約の相手方  松山市大手町一丁目１０番地１  

株式会社岩本商会  

代表取締役 仙  波 誉  子  

 

提案理由  

小型動力ポンプ付積載車２台を取得するため、新居浜市議会の議決に付すべき契約及

び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定により、本案を提出する。  



 

 

参照条文  

 

新居浜市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例

（抜  粋）  

 

（議会の議決に付すべき財産の取得又は処分）  

第３条 地方自治法第９６条第１項第８号の規定により議会の議決に付さなければなら

ない財産の取得又は処分は、予定価格２，０００万円以上の不動産若しくは動産の買

入れ若しくは売払い（土地については、１件５，０００平方メートル以上のものに係

るものに限る。）又は不動産の信託の受益権の買入れ若しくは売払いとする。  



 

 

議  案  第  ５９  号  

 

 

愛媛地方税滞納整理機構の共同処理する事務の変更及び規約の変更について  

 

愛媛地方税滞納整理機構の共同処理する事務に、国民健康保険料に係る滞納処分及び

これに関連する事務並びに滞納処分の停止又は不納欠損処分をすることについての判定

に係る事務を加え、愛媛地方税滞納整理機構規約を次のとおり変更する。  

 

令和８年９月１日提出  

 

新居浜市長 古 川 拓 哉  

 

 

愛媛地方税滞納整理機構規約の一部を改正する規約  

 

愛媛地方税滞納整理機構規約（平成１８年２月３日愛媛県指令１７市第１３７１号）

の一部を次のように改正する。  

第３条第１号中「並びに森林環境税」を「、森林環境税」に改め、「されている森林

環境税」の次に「並びに国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）の規定に基づき

保険者が賦課徴収する国民健康保険料」を加える。  

附 則  

この規約は、愛媛県知事の許可のあった日から施行する。  

 

提案理由  

国民健康保険料に係る滞納処分等を行うための愛媛地方税滞納整理機構の共同処理す

る事務及び規約の変更に係る協議について、地方自治法第２９０条の規定により議会の

議決を求めるため、本案を提出する。  



 

 

参照条文  

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）抜粋  

 

（組織、事務及び規約の変更） 

第２８６条 一部事務組合は、これを組織する地方公共団体（以下この節において「構

成団体」という。）の数を増減し若しくは共同処理する事務を変更し、又は一部事務

組合の規約を変更しようとするときは、関係地方公共団体の協議によりこれを定め、

都道府県の加入するものにあつては総務大臣、その他のものにあつては都道府県知事

の許可を受けなければならない。ただし、第２８７条第１項第１号、第４号又は第７

号に掲げる事項のみに係る一部事務組合の規約を変更しようとするときは、この限り

でない。 

２ （省 略） 

第２８６条の２～第２８９条 （省 略） 

（議会の議決を要する協議） 

第２９０条 第２８４条第２項、第２８６条（第２８６条の２第２項の規定によりその

例によることとされる場合（同項の規定による規約の変更が第２８７条第１項第２号

に掲げる事項のみに係るものである場合を除く。）を含む。）及び前２条の協議につ

いては、関係地方公共団体の議会の議決を経なければならない。  



 

 

議  案  第  ６０  号  

 

 

愛媛県後期高齢者医療広域連合規約の変更について  

 

愛媛県後期高齢者医療広域連合規約を次のとおり変更する。  

 

令和８年９月１日提出  

 

新居浜市長 古 川 拓 哉  

 

 

愛媛県後期高齢者医療広域連合規約の一部を改正する規約  

 

愛媛県後期高齢者医療広域連合規約（平成１９年２月１９日愛媛県指令１８市第

１２８３号）の一部を次のように改正する。  

第７条第１項中「２６人」を「２５人」に改める。  

附 則  

この規約は、愛媛県知事の許可のあった日から施行する。  

 

提案理由  

関係市町の人口の変動により、広域連合議会の議員定数の見直しを行うことに伴う愛

媛県後期高齢者医療広域連合規約の変更に係る協議について、地方自治法第２９１条の

１１の規定により議会の議決を求めるため、本案を提出する。  



 

 

参照条文  

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）抜粋  

 

（組織、事務及び規約の変更）  

第２９１条の３ 広域連合は、これを組織する地方公共団体の数を増減し若しくは処理

する事務を変更し、又は広域連合の規約を変更しようとするときは、関係地方公共団

体の協議によりこれを定め、都道府県の加入するものにあつては総務大臣、その他の

ものにあつては都道府県知事の許可を受けなければならない。ただし、次条第１項第

６号若しくは第９号に掲げる事項又は前条第１項若しくは第２項の規定により広域連

合が新たに事務を処理することとされた場合（変更された場合を含む。）における当

該事務のみに係る広域連合の規約を変更しようとするときは、この限りでない。  

２～８ （省 略）  

第２９１条の４～第２９１条の１０ （省 略）  

（議会の議決を要する協議）  

第２９１条の１１ 第２８４条第３項、第２９１条の３第１項及び第３項、前条第１項

並びに第２９１条の１３において準用する第２８９条の協議については、関係地方公

共団体の議会の議決を経なければならない。  

 



 

 

議  案  第  ６１  号  

 

 

新居浜市景観条例の一部を改正する条例の制定について  

 

新居浜市景観条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。  

 

令和８年９月１日提出  

 

新居浜市長 古 川 拓 哉  

 

 

新居浜市景観条例の一部を改正する条例  

 

新居浜市景観条例（令和２年条例第５１号）の一部を次のように改正する。  

第６条中「第１６条第７項第１１号」を「第１６条第８項第１２号」に改める。  

附 則  

この条例は、都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和８年法律第２３号）

の施行の日から施行する。  

 

提案理由  

景観法の一部改正に伴い、引用法令条項のずれが生じることによる所要の条文整備を

行うため、本案を提出する。  



 

 

議  案  第  ６２  号  

 

 

新居浜市職員の自己啓発等休業に関する条例の制定について  

 

新居浜市職員の自己啓発等休業に関する条例を次のとおり制定する。  

 

令和８年９月１日提出  

 

新居浜市長 古 川 拓 哉  

 

 

新居浜市職員の自己啓発等休業に関する条例  

 

（趣旨）  

第１条  この条例は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」とい

う。）第２６条の５第１項、第５項及び第６項の規定に基づき、職員の自己啓発等休

業（同条第１項に規定する自己啓発等休業をいう。以下同じ。）に関し必要な事項を

定めるものとする。  

（自己啓発等休業の承認）  

第２条 任命権者は、職員が申請した場合において、公務の運営に支障がなく、かつ、

当該職員の公務に関する能力の向上に資すると認めるときは、大学等課程の履修（法

第２６条の５第１項に規定する大学等課程の履修をいう。以下同じ。）又は国際貢献

活動（同項に規定する国際貢献活動をいう。以下同じ。）のための休業をすることを

承認することができる。  

（自己啓発等休業の期間）  

第３条 法第２６条の５第１項の条例で定める期間は、大学等課程の履修のための休業

にあっては２年（大学等課程の履修の成果をあげるために特に必要な場合として規則

で定める場合は、３年）、国際貢献活動のための休業にあっては３年とする。  



 

 

（大学等教育施設）  

第４条 法第２６条の５第１項の条例で定める教育施設は、次に掲げる教育施設とする。  

（１）学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第８３条に規定する大学（当該大学に置

かれる同法第９１条に規定する専攻科及び同法第９７条に規定する大学院を含

む。）  

（２）学校教育法第１条に規定する学校以外の教育施設で学校教育に類する教育を行う

もののうち、当該教育を行うにつき他の法律に特別の規定があるものであって同法

第１０４条第７項第２号の規定により大学又は大学院に相当する教育を行うと認め

られる課程を置く教育施設（自己啓発等休業をしようとする職員が当該課程を履修

する場合に限る。）  

（３）前２号に相当する外国の大学（これに準ずる教育施設を含む。）  

（４）前３号に掲げるもののほか、これらに類する教育施設で任命権者が適当と認める

もの  

（奉仕活動）  

第５条 法第２６条の５第１項の条例で定める奉仕活動は、次に掲げる奉仕活動とする。  

（１）独立行政法人国際協力機構が独立行政法人国際協力機構法（平成１４年法律第

１３６号）第１３条第１項第４号の規定に基づき自ら行う派遣業務の目的となる開

発途上地域における奉仕活動（当該奉仕活動を行うために必要な国内における訓練

その他の準備行為を含む。）  

（２）前号に掲げるもののほか、外国の都市等において行われる当該都市等との国際交

流の促進に資する奉仕活動のうち職員として参加することが適当であると任命権者

が認めるもの  

（自己啓発等休業の承認の申請）  

第６条 自己啓発等休業の承認の申請は、自己啓発等休業をしようとする期間の初日及

び末日並びに当該期間中の大学等課程の履修又は国際貢献活動の内容を明らかにして

しなければならない。  

（自己啓発等休業の期間の延長）  

第７条 自己啓発等休業をしている職員は、当該自己啓発等休業を開始した日から引き

続き自己啓発等休業をしようとする期間が第３条に規定する休業の期間を超えない範



 

 

囲内において、延長をしようとする期間の末日を明らかにして、任命権者に対し、自

己啓発等休業の期間の延長を申請することができる。  

２ 自己啓発等休業の期間の延長は、任命権者が特別の事情があると認める場合を除き、

１回に限るものとする。  

３ 第２条の規定は、自己啓発等休業の期間の延長の承認について準用する。  

（自己啓発等休業の承認の取消事由）  

第８条 法第２６条の５第５項の条例で定める事由は、次に掲げる事由とする。  

（１）自己啓発等休業をしている職員が、正当な理由なく、その者が在学している課程

を休学し、若しくはその授業を頻繁に欠席していること又はその者が参加している

奉仕活動の全部若しくは一部を行っていないこと。  

（２）自己啓発等休業をしている職員が、その者が在学している課程を休学し、停学に

され、又はその授業を欠席していること、その者が参加している奉仕活動の全部又

は一部を行っていないことその他の事情により、当該職員の申請に係る大学等課程

の履修又は国際貢献活動に支障が生ずること。  

（報告等）  

第９条 自己啓発等休業をしている職員は、任命権者から求められた場合のほか、次に

掲げる場合には、当該職員の申請に係る大学等課程の履修又は国際貢献活動の状況に

ついて任命権者に報告しなければならない。  

（１）当該職員が、その申請に係る大学等課程の履修又は国際貢献活動を取りやめた場

合  

（２）当該職員が、その在学している課程を休学し、停学にされ、若しくはその授業を

欠席している場合又はその参加している奉仕活動の全部若しくは一部を行っていな

い場合  

（３）当該職員の申請に係る大学等課程の履修又は国際貢献活動に支障が生じている場

合  

２ 任命権者は、自己啓発等休業をしている職員から前項の規定による報告を求めるほ

か、当該職員と定期的に連絡を取ることにより、十分な意思疎通を図るものとする。  

（職務復帰後における号給の調整）  

第１０条 自己啓発等休業をした職員が職務に復帰した場合において、部内の他の職員



 

 

との均衡上必要があると認められるときは、当該自己啓発等休業の期間を大学等課程

の履修又は国際貢献活動のためのもののうち、職員としての職務に特に有用であると

認められるものにあっては１００分の１００以下、それ以外のものにあっては１００

分の５０以下の換算率により換算して得た期間を引き続き勤務したものとみなして、

その職務に復帰した日及びその日後における最初の職員の昇給日（新居浜市職員の給

与に関する条例（昭和３１年条例第１９号）第５条第４項の規則で定める日をい

う。）又はそのいずれかの日に、昇給の場合に準じてその者の号給を調整することが

できる。  

（退職手当の取扱い）  

第１１条 新居浜市職員の退職手当に関する条例（昭和３５年条例第１２号。以下「退

職手当条例」という。）第６条の４第１項及び第７条第４項の規定の適用については、

自己啓発等休業をした期間は、退職手当条例第６条の４第１項に規定する現実に職務

に従事することを要しない期間に該当するものとする。  

２ 自己啓発等休業をした期間についての退職手当条例第７条第４項の規定の適用につ

いては、同項中「その月数の２分の１に相当する月数（地方公務員法第５５条の２第

１項ただし書に規定する事由又はこれに準ずる理由により現実に職務に従事すること

を要しなかった期間については、その月数）」とあるのは、「その月数（地方公務員

法第２６条の５第１項に規定する自己啓発等休業の期間中の大学等課程の履修又は国

際貢献活動の内容が公務の能率的な運営に特に資するものと認められることその他の

規則で定める要件に該当する場合については、その月数の２分の１に相当する月

数）」とする。  

（委任）  

第１２条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が規則で定める。  

附 則  

（施行期日）  

１ この条例は、令和９年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日か

ら施行する。  

（準備行為）  

２ 自己啓発等休業の承認その他の準備行為は、この条例の施行前においても行うこと



 

 

ができる。  

（新居浜市職員定数条例の一部改正）  

３ 新居浜市職員定数条例（昭和３４年条例第３５号）の一部を次のように改正する。  

第４条中第３号を第４号とし、第２号を第３号とし、同条第１号中「地方公務員法

（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」という。）」を「法」に改め、同号を同条

第２号とし、同条に第１号として次の１号を加える。 

（１）地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」という。）第２６条の

５第１項の規定により自己啓発等休業をしている職員  

（新居浜市の単純な労務に雇用される職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部

改正）  

４ 新居浜市の単純な労務に雇用される職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和

４３年条例第４号）の一部を次のように改正する。  

第１５条の２の次に次の１条を加える。 

（自己啓発等休業の承認を受けた職員の給与）  

第１５条の３ 地方公務員法第２６条の５第１項の承認を受けた職員には、自己啓発

等休業をしている期間については、給与を支給しない。  

（新居浜市企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正）  

５ 新居浜市企業職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和２９年条例第２３号）

の一部を次のように改正する。  

第１５条の次に次の１条を加える。 

（自己啓発等休業の承認を受けた職員の給与）  

第１５条の２ 地方公務員法第２６条の５第１項の承認を受けた職員には、自己啓発

等休業をしている期間については、給与を支給しない。  

 

提案理由  

地方公務員法第２６条の５の規定に基づき、職員の自己啓発等休業に関し必要な事項

を定めるため、本案を提出する。  



 

 

議 案 第 ６３ 号 

 

 

新居浜市地方活力向上地域における固定資産税の特例措置に関する条例の

一部を改正する条例の制定について 

 

新居浜市地方活力向上地域における固定資産税の特例措置に関する条例の一部を改正

する条例を次のとおり制定する。 

 

令和８年９月１日提出 

 

新居浜市長 古 川 拓 哉 

 

 

新居浜市地方活力向上地域における固定資産税の特例措置に関する条例の

一部を改正する条例 

 

新居浜市地方活力向上地域における固定資産税の特例措置に関する条例（平成３０年

条例第３６号）の一部を次のように改正する。 

第３条第１項中「令和８年３月３１日」を「令和１０年３月３１日」に、「償却資

産」を「償却資産（所得税法施行令（昭和４０年政令第９６号）第６条第１号から第３

号まで又は法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第１３条第１号から第３号まで

に掲げるものに限る。）」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。  

 

提案理由 

固定資産税の特例措置の適用を受ける地方活力向上地域等特定業務施設整備計画の認

定の期限を延長する等のため、本案を提出する。  



 

 

議  案  第  ６４  号  

 

 

新居浜市市営住宅条例の一部を改正する条例の制定について  

 

新居浜市市営住宅条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。  

 

令和８年９月１日提出  

 

新居浜市長 古 川 拓 哉  

 

 

新居浜市市営住宅条例の一部を改正する条例  

 

新居浜市市営住宅条例（平成９年条例第３０号）の一部を次のように改正する。  

別表 １ 市営住宅の表治良丸西団地の項を削る。  

附 則  

この条例は、公布の日から施行する。  

 

提案理由  

施設の老朽化に伴い、治良丸西団地を廃止するため、本案を提出する。  



 

 

議  案  第  ６５  号  

 

 

新居浜市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例の制定に

ついて  

 

新居浜市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり制定す

る。  

 

令和８年９月１日提出  

 

新居浜市長 古 川 拓 哉  

 

 

新居浜市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例  

 

新居浜市印鑑の登録及び証明に関する条例（平成２４年条例第２４号）の一部を次の

ように改正する。  

第１５条ただし書中「個人番号カード（」を「個人番号カード、出入国管理及び難民

認定法（昭和２６年政令第３１９号）第１９条の１５の２第１項に規定する特定在留カー

ド又は日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特

例法（平成３年法律第７１号）第１６条の２第１項に規定する特定特別永住者証明書

（これらのうち、」に、「個人番号カード用利用者証明用電子証明書が」を「個人番号

カード用利用者証明用電子証明書が同条第７項（公的個人認証法第２２条の３第２項に

おいて準用する場合を含む。）の規定により」に、「「個人番号カード」を「「個人番

号カード等」に改める。 

第１６条中「個人番号カード」を「個人番号カード等」に改める。  

附 則  

この条例は、公布の日から施行する。  



 

 

 

提案理由  

出入国管理及び難民認定法等の一部改正に伴い、特定在留カード及び特定特別永住者

証明書を利用した印鑑登録証明の申請を可能とするため、本案を提出する。  



 

 

議  案  第  ６６  号  

 

 

新居浜市火葬場設置及び管理条例の一部を改正する条例の制定について  

 

新居浜市火葬場設置及び管理条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。  

 

令和８年９月１日提出  

 

新居浜市長 古 川 拓 哉  

 

 

新居浜市火葬場設置及び管理条例の一部を改正する条例  

 

新居浜市火葬場設置及び管理条例（昭和５８年条例第２１号）の一部を次のように改

正する。  

第５条中「使用者又は死亡者が次の各号のいずれかに該当する」を「特に必要がある

と認める」に改め、同条各号を削る。  

別表中  

「  

火葬室 死体（１２歳以上） １体 無料 ２０，０００円 

 死体（１２歳未満） １体 無料 １０，０００円 

 死胎 １胎 無料 ４，５００円 

」 を

「  

火葬室 死体  １体 １０，０００円 ４０，０００円 

  １８歳未満 １体 無料 ２０，０００円 

 死胎 １胎 無料 ９，０００円 

 改葬遺骨 １基（３体まで） １０，０００円 ４０，０００円 

」 に

改め、同表備考を次のように改める。  



 

 

備考 

１ 「市内」とは、使用者が市内に住所を有する者である場合又は死亡者が死亡時に市内に住所

を有していた者である場合をいい、「市外」とは、市内以外の場合をいう。 

２ 「１８歳未満」とは、死亡者が死亡時に１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間

にあった者をいう。 

附 則  

（施行期日）  

１ この条例は、令和９年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ 改正後の別表の規定は、この条例の施行の日以後の使用の許可に係る使用料につい

て適用し、同日前の使用の許可に係る使用料については、なお従前の例による。  

 

提案理由  

新居浜市火葬場の火葬室に係る使用料の額の改定を行うとともに、火葬室の使用に係

る年齢等の使用区分の見直しを行う等のため、本案を提出する。  

 






















